
－ 52 －

事業の名称

ＪＲ水戸線岩瀬駅南地区まちづくり構想検討事業

〔事業責任者〕

（自治体側）
桜川市市長公室企画課・課長　横田　藤彦

（大学側）
茨城大学工学部・教授　金　　利昭

 

事業テーマ：地域環境の形成
　　　　　　自治体との連携

　連携先　

茨城県桜川市

　プロジェクト参加者　

金　　利昭（茨城大学工学部・教授・総括）

平田　輝満（ 茨城大学工学部・准教授・問題抽出）

一ノ瀬　彩（ 茨城大学工学部・助教・ワーク

ショップ指導）

大越　優介（ 茨城大学工学部・学部 4年生・担当

学生として現地調査，ワークショッ

プ，取りまとめ）

他学生10名（ 茨城大学工学部・学部 4年生，大

学院修士 1年生，2年生・協力学生

として現地調査とワークショップ

の補助）

横田　藤彦（ 桜川市市長公室企画課・課長・総括）

近納　裕政（ 桜川市市長公室企画課・現地調査，

ワークショップ）

渡邊　将志（ 桜川市市長公室企画課・現地調査，

ワークショップ）

　プロジェクトの実施概要　

①プロジェクトの目的

　桜川市では，まちの将来像を「伝統と豊かな自

然に恵まれた田園文化都市　やすらぎのまち桜

川」とし，超高齢化社会に対応できるまちづくり

として豊かな自然環境，農村環境，中心市街地が

近接する岩瀬駅を中心としたコンパクトシティの

形成も視野に入れながら，駅と里，山が近接する

駅南地区の地の利を活かしたまちづくりを進める

とともに，駅の南北軸を強化することで，人にも

自然にも優しい環境負荷が少ない持続可能な生活

スタイルの確立を目指している。併せて，里，山，

自転車道などのレクリエーション拠点を整備し，

電車や自転車などを活用したエコツーリズム，エ

コ通勤のモデルづくりを進めたいと考えている。

しかし，これに対する住民側の意向が把握されて

いない。

　そこで，岩瀬駅の近隣住民を交えたワーク

ショップを開催することにより住民ニーズを把握

することを目的とする。

写真－ 1　岩瀬駅北側

写真－ 2　岩瀬駅南側
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②連携の方法及び具体的な活動計画

　大学と市が共同で下記の活動を行う。

1） 岩瀬駅周辺の現地調査を行い，問題点と課題

を把握する。

2） 岩瀬駅の近隣住民を交えたワークショップを

開催し，近隣住民のニーズを把握する。

　上記に対する大学側の役割は，大学の知の提

供，各種調査及び集計・分析に関わる学生の協力，

専門的見地からの助言・提案とした。一方，市側

の役割は，ワークショップ会場等の提供，ワーク

ショップ等に使用する備品の手配及び準備，地域

住民と大学の連携に必要なコーディネート，事業

結果を発表する場（会場等）の提供，及び調査，

ワークショップ，フィールドワーク等の支援とし

た。

③期待される成果

　茨城大学と市が連携して本事業を実施すること

により，市としては，大学の豊富な知識や学生の

柔軟な発想を行政運営に活用することが可能とな

る。また，共同で継続的に地域に入り調査，検討

を行うことで地域の実情やニーズを的確に掴むこ

とが可能となり地域密着型の課題解決を目指すこ

とができる。

　一方で，大学としては，大学の知が地域に還元

される仕組みができるとともに，実際の現場での

フィールドワーク・ワークショップ等は，学生が

実社会を経験する機会や地域とつながる機会を増

加させることができる。また，学生が市職員をは

じめとする社会人や地域住民と共に活動すること

は，学生の社会参加の一助になると考えられる。

さらに，学生にとっては，現場の声や生のデータ

を収集・分析し，その結果が地域づくりに反映さ

れる場を共有できることは，学内では経験できな

い貴重な経験になると考えられる。

　プロジェクトの実施成果　

① 活動実績

7月13日  現地調査（主に岩瀬駅前と観光地の状

況把握）：担当学生

7月24日  大学と市による顔合わせ：担当教員　

担当学生　市企画課 3名　

9月13日  後の方針についての話し合い：担当学

生　企画課 2名

10月 8日  現地調査：大学 10名（教員 3名，修

士 4名，学部 3名），市 9名（企画課

4名，商工観光課 1名，建設課 1名，

都市整備課 3名）　

12月 1日  第 1回ワークショップ：大学 8名（教

員 2名，修士 2名，学部 4名），市 8

名（企画課 3名，都市整備課 2名，建

設課 2名，商工観光課 1名），住民 15

名

12月16日  第 2回ワークショップ：大学 8名（教

員 2名，修士 2名，学部 4名），市 8

名（企画課 3名，都市整備課 2名，建

設課 2名，商工観光課 1名），住民 12

名

1月14日  連携事後アンケートの配布：大学 15

名（教員 3名，修士 4名，学部 8名），

市 8名（企画課 3名，都市整備課 2名，

建設課 2名，商工観光課 1名）

2月 3日  連携を振り返っての意見交　換：大学

（教員 2名，担当学生），市企画課 2名

②プロジェクトの達成状況

　二回のワークショップを実施したことによっ

て，住民の駅前空間に対するニーズを把握するこ

とができた。具体的には，空き家を再利用するこ

とによって日常生活を充実させること，及び市側

がワークショップという場で，住民と同じ目線で

共に駅前空間の改善について話し合ったことによ
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表－ 1　第 1 回ワークショッププログラム

表－ 2　第 1 回ワークショップ役割分担

表－ 3　第 2 回ワークショッププログラム

表－ 4　第 2 回ワークショップ役割分担
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り参加住民に駅前改善に対して以前より主体性を

持たせることができた。また，住民に対して自治

体がまちの改善に真剣に取り組んでいるという姿

勢を見せることができ，今後の街づくりに対して

信頼関係を築くことができたた。加えて，多数

の学生が加わったことで，住民が楽しくワーク

ショップに参加でき，ワークショップの有効性や

参加することの重要性を理解してもらうことがで

きた。これらの成果から，今回の地域連携でまち

づくり構想検討のための下準備ができたと言え，

プロジェクトの目標は達成できたと考える。

写真－ 3　ワークショップ風景

写真－ 4　学生の発表風景

写真－ 6　第 1 回ワークショップでの成果

写真－ 7　第 2 回ワークショップでの成果

写真－ 5　大学教員による講義
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③今後の計画と課題

　まちづくり構想の検討という目的を大きく設定

した地域連携は 1年では不可能であり，当然複数

年の継続した連携が必要となる。しかしながら，

大学側には複数年に亘る同一学生の参加や後任学

生の確保が難しいといった問題があり，学生指導

を毎年ゼロからやり直すことは，大学と市の両者

にとって負担が大きい。

　また，今回の地域連携で挙がった成果は，主に

現地調査やワークショップといった担当学生以外

の協力学生が多数参加することによって得られた

ものである。この場合，協力学生の授業時間や研

究との日程調整が難しく，また休日の開催となる

ことが多いため，協力学生を安定的に確保できる

かは不透明な状況である。したがって，ここでも

多数の学生を継続的に確保できるのかが問題とな

る。このため，現時点では学生は複数年継続的に

取り組みにくい状況であり，プロジェクトの効率

的・安定的推進には多くの問題があると考える。
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